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【論 文】 
我が国の公認会計士監査制度の現状と課題 
小澤 元秀 
 
要 旨： 
我が国で会計不正が繰り返され増え続ける状況の中で、財務報告制度を支える公認会計
士監査制度に内在する問題点を、(1)公認会計士試験受験者数の減少、(2)監査報酬の上方硬
直性、(3)会計教育の不足、(4)監査の価値認識と経営者の倫理観の欠如、の各視点から分析
すると、いくつかの現行制度上の課題が明らかとなった。 
監査法人のガバナンス・コードの採用により、監査法人の経営の有効性と透明性が高まる
ことが期待される。またそれ以上に、財務報告の不正を見過ごさないという監査の本質的な
機能向上のためには、監査の現場力の向上を図ることが重要であり、そのためには人材育成
の施策を抜本的に見直し、有能な若手会計士にとって監査法人が魅力ある職場になるよう
努力することがより重要となる。 
また、適正な財務報告を行う一義的な責任を有する経営者は、財務報告の適正性を担保す
るためには、自社のガバナンス体制の構築に加えて、外部監査人の実施する監査に依拠せざ
るを得ないということを十分理解し、公認会計士監査の意義と価値を認識すべきである。 
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経営者の倫理観 
 
1. はじめに 
我が国の財務報告制度における不正の問題は、2000 年以降だけでもカネボウ、三洋電機、
ライブドア、オリンパスの各事件など数多く発生してきており、最近発覚した東芝の問題は
改めて我が国の会計監査のあり方について警鐘を鳴らしているように思われる。 
しかし、筆者がその後の状況を見る限りでは、日本の監査制度を根本的に見直すチャンス
であるはずの東芝問題も、市場関係者の間では必ずしもそのように受け止められていない
と言わざるをえない。 
もとより適正な財務報告を行う責任は経営者にあるため、会社経営を担う代表取締役の
説明責任や倫理観の問題が第一に指摘されるべきであり、そのうえで資本市場において経
営者の適正な財務報告を担保する役割を果たす公認会計士監査の機能は第二の問題として
位置づけられるべきであろう。 
本稿は、会計不正が繰り返され増え続ける一方で、経営者による適正な財務報告を担保す
べき会計監査を担う職業専門家である公認会計士の受験者数が近年減少傾向にある状況を
問題の起点として、今日の我が国の会計監査の実情を分析し、そこにいかなる課題が存在し
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ているのかを検討し、我が国の財務報告制度が健全化するために公認会計士監査制度の進
むべき方向性を探ることを意図している。 
 
2. 問題の所在 
我が国の会計不正は近年増加傾向にあり、なかでも東証一部上場の大企業に関する案件
が増加している。不正にかぎらず誤謬を含んだ意味での「不適切会計」の背景には、財務報
告に関するコンプライアンス意識の欠如、過度なノルマ追求、企業会計基準の知識不足など
があるといわれているが、その増加傾向は図表 1に示す通りである1。 
 
図表 1 不適切会計開示企業推移 
 
（出所：東京商工リサーチ調べ） 
 
 現在の我が国の財務報告制度においてこのような不適切な会計開示（または不正会計）を
引き起している原因のうち、会計監査制度に関連して見受けられる現象面での問題として、
少なくとも下記の点を指摘することができる。 
 
(1) 公認会計士試験受験者数の減少 
(2) 監査報酬の上方硬直性 
(3) 会計教育の不足 
(4) 監査の価値認識と経営者の倫理観の欠如 
 
                                                  
1 東京商工リサーチによると、「2016 年（1-12 月）に『不適切な会計・経理』を開示した上場企業は、 57 社（58 件）
で、2008 年以降で最多を記録した。これまで最多だった前年の 52 社（53 件）を 5 社（9.6％）上回った。」とされる。
また、「内容別では、経理や会計処理ミスなどの『誤り』が 25 件（構成比 43.1％）で最多だった。次いで、『売上の過大
計上』や『費用の繰り延べ』など、営業ノルマ達成を推測させる『粉飾』が 24 件（構成比 41.4％）だった。」というこ
とである。 
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これらの問題は相互に密接に関連している部分もあり、それぞれ独立して検討されるべ
きでないかもしれない。長年、会計監査の現場を経験して、現在は会計専門職大学院の教職
に身を置く筆者としては、公認会計士の育成や資質の向上の観点から上記のうち、(1)から
(3)の問題に当事者としてより強い問題意識を持つが、同時に適正な財務報告や会計監査制
度の重要性に関する我が国の経済社会全般の認識不足から生ずる(4)の監査の価値認識と
経営者の倫理観の欠如問題も、我が国で財務報告の不正が後を絶たない根本原因として極
めて重要と考えるところである。 
以下、上記の問題を個々に検討することで、我が国の公認会計士監査制度の現状を分析し
改善の方向を模索する。 
 
3. 公認会計士試験受験者数の減少 
公認会計士試験の出願者数は、平成 22 年度に 25,648 名であったが、その後右肩下がり
の傾向が続いており、平成 27 年度は 10,180 名にまで減少し、平成 28 年度は 10,256 名（平
成 29 年度は 11,032 名）と 5 年続いた減少傾向は若干収まったが、はっきりと増加傾向に
転じたとはいえない状況である。 
公認会計士受験者数がここ数年の間減少傾向にあったという現象の裏には、いくつかの
原因が考えられる。その一つには、公認会計士という職業が AI の普及により無くなる可能
性のある業種の上位にあるとしてマスコミに取り上げられたことが挙げられよう2。 
また、公認会計士試験制度の変更等により政策的に合格者を激増させた結果、平成 19 年
には 4,041 人、平成 20 年には 3,625 人もの合格者を出したが、合格者の主な就職先である
監査法人の募集人員がリーマンショック以降の景気の低迷により急激に減少し、試験に合
格しても大手の監査法人に就職するのが困難な状況が続いたという事情もあり、大学生を
中心に公認会計士試験の魅力が低下したことが考えられる。 
公認会計士受験者数の減少は、当然に合格者数の減少という結果をもたらし、図表 2で示
した通り平成 22 年には 2,041 人であった合格者が平成 27 年には 1,051 人（平成 28 年は
1,108 人、平成 29 年は、1,231 人）にまで半減した。 
 
図表 2 公認会計士試験の願書提出者及び合格者数の推移3 
年度 願書提出者（人） 合格者(人) 合格率（％） 
平成 18 年 20,796 3,108 14.9 
平成 19 年 20,926 4,041 19.3 
平成 20 年 21,168 3,625 17.1 
平成 21 年 21,255 2,229 10.5 
                                                  
2 週刊ダイヤモンド 2015 年 8 月 22 日（http://diamond.jp/articles/-/76895?page=2）では、小売店販売員に次ぐ第 2
位に会計士(Accountants=ISCO# 2411 )を挙げている。 
3 合格率は、願書提出者に対する論文式試験合格者の割合である。 
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平成 22 年 25,648 2,041 8.0 
平成 23 年 23,151 1,511 6.5 
平成 24 年 17,894 1,347 7.5 
平成 25 年 13,224 1,178 8.9 
平成 26 年 10,870 1,102 10.1 
平成 27 年 10,180 1,051 10.3 
平成 28 年 10,256 1,108 10.8 
平成 29 年 11,032 1,231 11.2 
（出所：公認会計士・監査審査会 HP） 
 
最近数年間の合格者の減少は、監査の現場における若手スタッフの不足という現象を引
き起こし、従来から問題であった監査の繁忙期の加重労働により若手会計士は疲弊し、その
ことが監査業務に対するモチベーションの低下を招き、彼らにとって公認会計士という職
業自体の魅力が失われていくという悪循環を生じさせているということができる。 
それでは、公認会計士受験者数の減少傾向に伴って生じた上記の諸問題を引き起こして
いる根本原因は、どこにあるのであろうか。 
近年、監査の効率化の観点から IT 技術を利用したシステム監査の導入等により、従来に
比べて証票突合などの基礎的な監査手続を大幅に縮小させるなど、監査法人は人員削減に
努めてきている。しかし一方で、我が国の監査現場では最近の十数年の間に、内部統制監査
や四半期レビュー制度が導入されたことにより、かつてのようなビジ ・ーシーズン（繁忙期）
とスロー・シーズン（閑散期）の区分がほとんどなくなり、恒常的に一定の業務の負荷が継
続するようになっている。 
スロー・シーズンが殆どなくなったことで、筆者が若手会計士であった頃のように夏冬の
閑散期に長期の休暇を取ることなどが極めて困難となっている状況に加えて、依然として 3
月決算会社が多い我が国では、5月のゴールデン・ウィーク前後に監査業務が集中しており、
この時期は残業のみならず休日出勤が常態化している。そのため特に現場の主査レベルの
会計士にとっては、自らの勉強時間や家族と過ごす時間が年間を通して極めて不足すると
いう事態を引き起こしている。このような状況を考えると、監査法人はブラック企業化して
いるという見方があることも肯定せざるをえないかもしれない4。 
監査業務の集中の問題は、我が国独特の財務情報に係る開示制度（証券取引所規則に基
づく決算短信、会社法に基づく計算書類、金融商品取引法に基づく有価証券報告書の財務
                                                  
4 2017 年 10 月 27 日の日本経済新聞朝刊「会計士が足りない 監査法人、質向上もがく」の記事では、会計士不足の構
造問題が壁となり、上場企業の品質を保証する市場の番人の苦境は、日本株市場の信頼回復の足を引っ張りかねないと
している。また、四大監査法人の一角を占めるあずさ監査法人では、理事長が社員向けに「新規案件の受注を１年間停
止する」と宣言したことを伝え、現状は「３月期本決算を控える４～５月は徹夜や休日出勤が当たり前。ブラック企業
と言われても仕方ない」のが実態であり、年々強まる人手不足がネックとなり「現場は過重労働を強いられている」と
いう監査法人のコメントを紹介している。さらに、新興企業がこのしわ寄せを食い、上場企業には法律で契約が義務づ
けられている監査法人が見つからず、上場したくてもできない「ＩＰＯ難民」が急増している問題も報じている。 
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諸表）と深く関わっており、とりわけ決算短信と監査の問題は監査日数の足枷となってい
る5。 
監査日数に関連して、監査報告書が決算日後どのくらいの日数で提出されているか、日本
と諸外国を比較したものが図表 3である。我が国では決算日後平均 42 日(3 月決算であれば
5月 10 日頃)に会社法の監査報告書が提出されている。これは他の先進国と比べて突出して
早く、その原因は決算短信公表前に監査の終了を監査法人に求めている企業が 40％近くに
達していることにあるといわれている。とりわけ連結子会社 500 社以上を有する東芝につ
いて、平成 27 年度には決算日後 36 日に監査報告書が提出されたことは驚異的な事実とい
うべきかもしれない。 
 
図表 3 日本と諸外国の決算日から監査報告書提出日までの比較 
日本 米国 カナダ イギリス ドイツ フランス 
42 日 58 日 61 日 77 日 81 日 85 日 
(出所：日本公認会計士協会「開示・監査制度の在り方に関する提言－会社法と金融商品取
引法における開示・監査制度の一元化に向けての考察－」平成 27 年 11 月 4 日より筆者作
成) 
 
4. 監査報酬の上方硬直性 
そもそも会計監査は、企業側に健全な内部統制が構築され有効に機能していることを前
提に、試査と呼ばれる限定的な検証手続等を実施したうえで監査意見を表明するものであ
る。 
内部統制が機能せず組織的な改ざんや隠蔽が実行された場合、会計監査人が通常の監査
手続で不正の証拠を発見するのは極めて困難となるのは当然といえる。ますます細分化し
複雑化している現代の企業のビジネスにおいては、必ずしも統制環境が健全で全ての業務
プロセスにわたり内部統制が有効に機能しているとは限らないため、会計不正を発見する
ためには、より多くの時間をかけた詳細な検証手続の実施が必要となる傾向がある。そのた
め、監査報酬は当然に増額されるはずである。 
我が国の監査報酬は、実際に増加しているのであろうか。 
 我が国の企業の監査報酬平均額は、内部統制監査及び四半期レビューが導入された 2009
年度には前年度比で大幅に増加したが、その後はほぼ横ばいの傾向が続いており一社当た
りの単純平均報酬額は 50 百万円程度で、2009 年からの 6年間では図表 4の通り推移してい
る。この間に会計不正への対応等で監査手続が増大していることを勘案すると 1 時間当た
                                                  
5 通期(年度)の決算短信は、決算期末後 45 日以内に開示されることが適当とされ、30 日以内の開示がより望ましいとさ
れているため、我が国の 3 月決算会社の多くは 5 月上旬に決算短信を公表している。決算短信は会社の責任で公表する
速報性に意味があり独立監査人による監査は必要とされていないが、多くの企業は決算短信で公表した数値が監査後の
財務諸表数値と異なることを避けたいため、決算短信公表時までに実質的な監査を終了するよう監査人に求めてきた。
そのため、我が国の監査報告書提出日は諸外国に比べて断然早くなっており、これが監査スタッフへの過大な負荷や監
査の品質の問題を引き起こしているという見方もある。 
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平成 25 年 13,224 1,178 8.9 
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（出所：公認会計士・監査審査会 HP） 
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月決算会社が多い我が国では、5月のゴールデン・ウィーク前後に監査業務が集中しており、
この時期は残業のみならず休日出勤が常態化している。そのため特に現場の主査レベルの
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4 2017 年 10 月 27 日の日本経済新聞朝刊「会計士が足りない 監査法人、質向上もがく」の記事では、会計士不足の構
造問題が壁となり、上場企業の品質を保証する市場の番人の苦境は、日本株市場の信頼回復の足を引っ張りかねないと
している。また、四大監査法人の一角を占めるあずさ監査法人では、理事長が社員向けに「新規案件の受注を１年間停
止する」と宣言したことを伝え、現状は「３月期本決算を控える４～５月は徹夜や休日出勤が当たり前。ブラック企業
と言われても仕方ない」のが実態であり、年々強まる人手不足がネックとなり「現場は過重労働を強いられている」と
いう監査法人のコメントを紹介している。さらに、新興企業がこのしわ寄せを食い、上場企業には法律で契約が義務づ
けられている監査法人が見つからず、上場したくてもできない「ＩＰＯ難民」が急増している問題も報じている。 
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成) 
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りの監査報酬（単価）は減少しているものと推定される。 
 
図表 4 上場会社の監査証明業務に基づく報酬の推移 
年度 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 
対象会社数 3,643 3,577 3,530 3,508 3,499 3,530 3,584 
報酬合計(百
万円) 
190,607.00 182,079.70 178,535.80 176,679.03 184,387.10 189,203.96 193,530.19 
平均(百万円) 52.32 50.9 50.58 50.36 52.7 53.6 54 
(出所：監査人・監査報酬問題研究会[2017]p.8 より抜粋) 
 
監査報酬の実質的下降の傾向は、監査人の交代のケースでは顕著に表れる。監査人・監査
報酬問題研究会[2016]では、2008 年以降 2015 年までの 8年間にわたる監査人交代の事例全
867 件からみすず監査法人の解散に伴う監査人の交代や監査法人の合併に伴う監査人の交
代等を除いた 797 件について、適時開示資料から手作業で抽出したデータを分析した結果、
「監査人の交代によって監査報酬は減少し、その後交代翌期に若干回復するものの、交代前
の期の報酬までには至っていないことが見て取れる。」6としている。 
さらに、監査報酬を日米間で比較すると我が国の会計監査報酬が相対的に低額に留まっ
ていることがわかる。監査人・監査報酬問題研究会[2017]によると、2015 年度の監査報酬
の平均値（中央値）は、アメリカの 230.25 百万円（79.50 百万円）に対して、日本は 61.52
百万円（30.00 百万円）である。アメリカの上場企業の監査報酬は、日本企業の 2倍ないし
3倍に相当する状況にあるとしている7。 
監査実務は国際的なコンバージェンスが進み、我が国でも監査基準委員会報告書等の改
訂により監査手続の深度や水準は国際的なレベルが要求されている中で8、日米の監査報酬
額に依然として大きな差異が存在することは注目すべきであろう。 
なぜ、我が国の監査報酬は依然として相対的に低い水準のまま推移しているのであろう
か。 
もとより会計監査の最終的な受益者は財務情報の利用者である企業の株主（投資家）であ
り、株主は、株主総会において監査人の選解任を最終的に決定する権限を有している。 
一方で、監査人が日常的に監査業務で接し、報酬を得ている“クライアント”は被監査会
社の経営陣である。IFRS 諮問会議副議長の熊谷五郎氏は、「監査人と話をして違和感を覚え
ることに、よく耳にする『我々のクライアントは…』のフレーズがある。このクライアント
は財務諸表作成企業の経営者を指しているわけだが、監査人の保証によって便益を享受し
                                                  
6 監査人・監査報酬問題研究会[2016]p.26。 
7 監査人・監査報酬問題研究会[2017]p.8。 
8 会計基準が原則主義に改訂されていく中で、我が国の会計監査人も見積の評価や専門家としての判断が求められてい
る。このような中で我が国の監査実務の水準は、国際的なレベルと差異がないとする実証研究もある（たとえばリース
会計における原則主義適用時の監査上の判断について論じた Tsunogaya et al. [2016], pp 362-386 など）。 
7 
 
ているのは投資家であって、監査人がクライアントと呼ぶ企業経営者は株主のエージェン
トであるはずだ。」9と述べている。 
現実問題として、クライアントとして会計監査人に監査報酬を支払う経営者の立場から
は、自らが監査サービスの直接的受益者であるという意識が希薄になりがちなため、監査報
酬の金額交渉にあたり所謂「安かろう、悪かろう」のリスクを感じることが一般に少ないで
あろうことは容易に想像されるところである。それに対して、米国では経営者の多くが MBA
の資格ホルダーであり、会計や監査の基礎的知識を有しているため、日本の経営者と比べ公
認会計士監査についてもその価値をより認識している傾向がある。 
日米間に存在する監査報酬額の開きは、我が国では銀行借入など間接資本中心の資金調
達の歴史が長かったことのほかに、後述するようにそれぞれの国の経済社会における監査
に対する価値認識に関する文化の違いや経営者の倫理観と適正な財務報告についての危機
意識の差異も大きく関係しているものと思われる。 
 
5. 会計教育の不足 
 公認会計士の行う財務諸表監査の領域において、最近の数年大きな変化が生じている。
それは財務諸表に関連する、経営者による会計不正への対応、会計基準のグローバル化、
さらにはキャッシュ・フロー生成能力に基づく企業価値評価と重要なかかわりを持ってい
る。 
 すなわち、近年の財務諸表には経営者による会計上の見積りや判断がより重要な要素と
なってきており、その結果会計監査人には経営者の見積りや判断の妥当性について評価す
るための高度な専門的知識や能力が要求されることになってきている。 
 換言すれば、企業活動のグローバリゼーションがもたらした財務諸表監査の国際標準化
により、公認会計士に期待される職業専門家としての能力も国際的なレベルになってきて
いるということができる。 
 例えば、国際監査基準第 240 号「財務諸表監査における不正に関する監査人の責任」で
は、不正を防止し発見する一義的責任は経営者（およびガバナンス責任を負うもの）にある
が、監査人は財務諸表に重要な虚偽表示がある場合にはこれを看過せず、財務諸表の信頼性
について保証を提供する責任を有しているとした上で、財務諸表が虚偽表示されていない
か「職業的専門家としての懐疑心（professional skepticism）」をもって監査に臨まなけれ
ばならないとしている。 
 このように職業的専門家として懐疑心をもって監査をすることが期待される公認会計士
に対して、そうした素養が備わるような十分な教育が行われているのであろうか。 
 我が国で公認会計士として監査業務を行うには、国家試験に合格した後、2年間の実務経
験（業務補助又は実務従事）と、日本公認会計士協会が実施する実務補習を受け、修了考
査合格後に、内閣総理大臣の確認を受けて公認会計士として登録する必要がある。そのた
                                                  
9 熊谷五郎：経営財務 3306 号 2017 年 04 月 17 日。 
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9 熊谷五郎：経営財務 3306 号 2017 年 04 月 17 日。 
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め、公認会計士試験の受験や実務経験を通じて一定の教育は受けているということができ
る。 
 しかし、職業専門家としての高度な資質や倫理観・判断力は、公認会計士試験の受験勉強
やその後の実務経験を通じても、必ずしも容易に得られるものではない。我が国の社会が職
業専門家としての公認会計士に上記のような高度な判断と責任を期待するのであれば、義
務教育から高等教育を通じた教育プログラムの見直しから着手する必要があるのではない
だろうか。現在は一部の商業高校等の教育にのみ含まれている簿記・会計の教科を中等教育
（義務教育）に組み込むとともに、公認会計士の資格要件に一定の専門的大学院レベルの教
育カリキュラムの受講を義務付けることなどが検討されるべきであろう。 
特に専門的大学院レベルの教育においては、会計学や監査論の基礎の上に、企業のリスク
管理、内部統制、コーポレート・ガバナンスなど公認会計士として監査実務を遂行する上で
必要な知識や素養をカバーすべきである。企業の健全なディスクロージャーを担保する職
業専門家になるためには、実務についてからの OJT(on the job training)では賄えない基
礎的な素養が必要不可欠だからである。さらに会計専門職は、企業の経済活動のグローバル
化や技術革新の変化に対応しなければならず、その意味では生涯教育を必要とする職業と
いうことができる。 
そのような会計専門職の教育機関として最も期待される会計専門職大学院が、昨今縮小・
閉鎖されつつあること自体が、我が国会計教育の病巣の象徴というべきかもしれない。 
 
6. 監査の価値認識と経営者の倫理観の欠如 
金融商品取引法第 1条は、「企業内容等の開示の制度を整備するとともに、金融商品取引
業を行う者に関し必要な事項を定め、金融商品取引所の適切な運営を確保すること等によ
り、有価証券の発行及び金融商品等の取引等を公正にし、有価証券の流通を円滑にするほか、
資本市場の機能の十全な発揮による金融商品等の公正な価格形成等を図り、もつて国民経
済の健全な発展及び投資者の保護に資することを目的とする。」として、金商法の目的を定
めている。いうまでもなく、ここにおける企業内容等の開示の制度の根幹に会計監査制度が
ある。すなわち、投資家の意思決定に不可欠とされる財務情報の開示義務が経営者にあり、
同時にその信頼性を保証する役割を監査が担っているということができる。 
また金融商品取引法には、有価証券報告書等について、重要事項に虚偽記載のある書類を
提出した者には、「10 年以下の懲役もしくは 1,000 万円以下の罰金、または併科」(金商法
197 条 1 項 1号)という罰則規定がある10。 
一方、米国では SOX 法（Sarbanes-Oxley Act）により、故意の虚偽記載には「500 万ドル
（約 5.5 億円）の罰金もしくは 20 年未満の禁固、または併科」(セクション 1350(c)(2))、
過失の虚偽記載には「100 万ドル（約 1.1 億円）の罰金もしくは 10 年未満の禁固、または
                                                  
10 しかし、過去に金融商品取引法違反だけでは、ライブドアなどごく一部の特殊なケースを除けば「実刑」にはなって
いない。 
9 
 
併科」(セクション 1350(c)(1))という罰則が科される。 
法的な罰則の軽重もさることながら、米国の経営者に比較して我が国の経営者は一般に
財務情報の開示に積極的でないといわれている。 
その一つの証左として、我が国で会計不祥事にたびたび登場する「第三者委員会報告」が
ある。八田進二教授によると、「第三者委員会」という仕組みは日本発のものであって、海
外には存在しないということで、ルーツは 1990 年代末に経営破綻した日本長期信用銀行の
経営陣がその責任を問われた裁判の際、「外部委員会」が「経営責任なし」の結論をまとめ、
最高裁で無罪判決を勝ち取る大きな力になり、それをもとに是正に向けた提言を受けると
いう「自浄能力発揮」のスキームが出来上がったとされる11。 
その後、第三者委員会報告の品質を確保する目的で「企業不祥事における第三者委員会ガ
イドライン」（日本弁護士連合会）が 2011 年 3 月に公表された。しかしながら、最近では企
業不祥事の発生時に、第三者委員会が「経営者の弁明」に利用されるようになってきている
といわれている。2013 年から 2017 年の間に公表された第三者委員会報告書のうち、「第三
者委員会報告書格付け委員会」（第三者委員会報告書を評価する機関）が評価対象とした 12
の報告書（東芝の第三者委員会報告書も含まれる）についての評価も厳しいものとなってい
る12。 
会社の事情（企業文化や風土、業界の取引慣習、社内人事・派閥など）に精通していない
外部の委員が限られた期間で実施する第三者委員会の調査には自ずと限界があり、仮に不
正の概要や原因について一定の深度ある報告がなされたとしても、その内容は会社の経営
陣（中間管理層を含む）にとっては「公然の秘密」が文書化された程度のことであろう。こ
のことを熟知した経営者が、第三者委員会報告書を入手することで不祥事に関する自らの
経営責任が些かでも軽減されるという思いを持つとしたら、それは経営者の倫理観の欠如
といわざるを得ないであろう。 
2015 年に発覚した東芝の会計不祥事の問題は、我が国の会計監査を含む財務報告制度の 
あり方について大きな警鐘を鳴らしていると考えられるが、経済界や企業経営者には必ず
しもそのように受けとめられていないように見受けられる。確かに東芝は歴代の経営者が
誤った倫理観を引き継いできたという意味で特異で稀なケースという見方もありうるが、
果たしてそのように断定してよいものか。これをガバナンスが形骸化している「他山の石」
として、自社の企業風土や内部統制の見直しに正面から真摯に取り組んだ企業がどれほど
あろうか。 
 
7. 課題への対応 
我が国の会計監査制度の実情を、(1)公認会計士試験受験者数の減少、(2)監査報酬の上方
硬直性、(3)会計教育の不足、(4)監査の価値認識と経営者の倫理観の欠如、という視点で検
                                                  
11 Accountant's magazine [2016] vol.36 参照。 
12 「第三者委員会報告書格付け委員会」の HP（http://www.rating-tpcr.net/result/）参照。 
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12 「第三者委員会報告書格付け委員会」の HP（http://www.rating-tpcr.net/result/）参照。 
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討してきたが、それらが提起している課題について明らかにしたいと思う。 
まず、(1)公認会計士試験受験者の減少の問題は、監査業務の増加に比して公認会計士の
絶対数の不足という課題を提起している。 
図表 5が示すように、日本公認会計士協会に所属する会員数は 35,000 人以上に達し、会
計士試験の受験者数は減少傾向にあるが、それでも毎年約１千人が合格している。 
合格者の多くは当初大手の監査法人に就職するが、前述したような監査法人における日
常的な激務に加え、不正を見抜けないと投資家から損害賠償を求められるリスクの高さ、パ
ートナーへの昇進の困難さ等の理由から、監査業務を数年経験すると企業の経理部や MCS
（経営コンサルティング）等に転職する会計士も増え、公認会計士のうち監査法人に所属す
る人数は半数以下となっているのが実情である。 
 
図表 5 公認会計士協会会員（準会員を含む）の数の推移 
 
（出所：日本公認会計士協会 HP） 
 
 監査業務を担う公認会計士の人数を増加させるには、会計士試験制度の見直しの施策も
さることながら、独立の立場から財務報告の信頼性を保証する監査業務を遂行しうる唯一
の職業専門家である公認会計士の仕事が、魅力ある職業として認識されるものでなければ
ならないだろう。現状が一朝一夕で変化することはないであろうが、少なくともゆがめられ
た現行の開示制度を改めることで、監査業務の過度な集中は大幅に軽減される。 
 その一つに、前述した決算短信と監査の問題がある。速報値としての早期開示が要請され
る決算短信は、会社の責任で公表する。この決算短信は速報性に意味があり、独立監査人に
よる信頼性の担保が必要とされていないのに対し、確報値としての法定開示書類には独立
監査人による信頼性担保が必要とされている。 
速報値としての決算短信と確報値としての法定開示書類のそれぞれの役割からすれば、
決算短信は会社法の監査報告書の発行より先に公表されるべきものと考えられる。しかし
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ながら現在の開示実態を見ると、決算短信公表日と同日またはそれ以前に計算書類の会計
監査人監査報告書を受領している会社が、上場会社全体の約４割強を占めている13。 
この問題への対応はすでに着手されている。 
東京証券取引所が 2017 年 2 月に公表した「決算短信・四半期決算短信 作成要領等」で
は、決算短信等には監査等が不要であることについて明示された。これは、決算短信の簡
素化に関連して、会社法監査の終了後に決算短信を開示している会社が全上場会社の約 4
割、四半期レビューの終了後に四半期決算短信を開示している会社が約１割あるなどの事
実に鑑み、監査等の終了後に決算短信等を開示している会社に対して、金融庁や日本公認会
計士協会の要請を受けて、決算短信等には監査等が不要であることを喚起したものと思わ
れる。 
これに関連する今後の課題としては、現行の開示制度が会社法と金融商品取引法（金商法）
のそれぞれの法律に基づいて二つの監査報告書の作成を要求している点の改善が求められ
る。この点については、会社法監査は委託者である株主のための「受託者の行為を監視する
ための監査」であるのに対して、金商法監査は投資家へ提供する「情報表示としての監査」
とする伝統的な監査論の考え方もあるが、近年では会社法（計算書類）監査と金商法（財務
諸表）監査は、系譜的に同一の基盤を持った監査制度であるという考え方が主流になりつつ
あり、監査を担当する実務家からも幅広く支持されている14。 
(2)監査報酬の上方硬直性の問題について、監査の在り方に関する懇談会[2016]では、「よ
り高品質な監査を提供するインセンティブの強化や、高品質な会計監査に株主や企業が価
値見出すことによる監査法人等の監査報酬の向上等につながる」（p15）と記述している。監
査報酬の多寡は、監査の品質と関連性を有しているはずであるが、その実証的証拠は少なく、
監査サービスの提供を受ける企業の経営者にとって監査報酬を増額するインセンティブは
通常ほとんど働かない。 
 米国では、経営者は自社の財務報告が適正に作成されたことなどについて宣誓すること
が義務づけられており、前述のように故意の虚偽記載には「500 万ドル（約 5.5 億円）の罰
金もしくは 20 年未満の禁固、または併科」という厳しい罰則規定があり、エンロンの元 CEO
ジェフリー・スキリングには 24 年の禁固刑が科された。 
 わが国でも、有価証券報告書の記載内容が適正であることについて、経営者（代表取締
役および最高財務責任者）の確認書が提出される。巨大化しグローバルな事業を展開して
いる企業の経営者が、高度に複雑化した会計基準に従って作成された自社の財務報告が適
正であると宣誓するためには、自らのガバナンス体制だけでなく、外部監査人の実施する
内部統制監査や財務諸表監査に少なからず依拠せざるを得ないという実態が、十分認識さ
れていないのではないだろうか。経営者が自らの説明責任を補強するという意味での公認
会計士監査の意義を十分理解すれば、監査の価値についての認識も変わり、より高品質な
                                                  
13 「開示・監査制度の在り方に関する提言―会社法と金融商品取引法における開示・監査制度の一元化に向けての考察
―」平成 27 年 11 月 4 日 日本公認会計士協会。 
14 高山朋子[2015]143-144 ページ参照。 
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討してきたが、それらが提起している課題について明らかにしたいと思う。 
まず、(1)公認会計士試験受験者の減少の問題は、監査業務の増加に比して公認会計士の
絶対数の不足という課題を提起している。 
図表 5が示すように、日本公認会計士協会に所属する会員数は 35,000 人以上に達し、会
計士試験の受験者数は減少傾向にあるが、それでも毎年約１千人が合格している。 
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（経営コンサルティング）等に転職する会計士も増え、公認会計士のうち監査法人に所属す
る人数は半数以下となっているのが実情である。 
 
図表 5 公認会計士協会会員（準会員を含む）の数の推移 
 
（出所：日本公認会計士協会 HP） 
 
 監査業務を担う公認会計士の人数を増加させるには、会計士試験制度の見直しの施策も
さることながら、独立の立場から財務報告の信頼性を保証する監査業務を遂行しうる唯一
の職業専門家である公認会計士の仕事が、魅力ある職業として認識されるものでなければ
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 その一つに、前述した決算短信と監査の問題がある。速報値としての早期開示が要請され
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決算短信は会社法の監査報告書の発行より先に公表されるべきものと考えられる。しかし
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ながら現在の開示実態を見ると、決算短信公表日と同日またはそれ以前に計算書類の会計
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のそれぞれの法律に基づいて二つの監査報告書の作成を要求している点の改善が求められ
る。この点については、会社法監査は委託者である株主のための「受託者の行為を監視する
ための監査」であるのに対して、金商法監査は投資家へ提供する「情報表示としての監査」
とする伝統的な監査論の考え方もあるが、近年では会社法（計算書類）監査と金商法（財務
諸表）監査は、系譜的に同一の基盤を持った監査制度であるという考え方が主流になりつつ
あり、監査を担当する実務家からも幅広く支持されている14。 
(2)監査報酬の上方硬直性の問題について、監査の在り方に関する懇談会[2016]では、「よ
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 米国では、経営者は自社の財務報告が適正に作成されたことなどについて宣誓すること
が義務づけられており、前述のように故意の虚偽記載には「500 万ドル（約 5.5 億円）の罰
金もしくは 20 年未満の禁固、または併科」という厳しい罰則規定があり、エンロンの元 CEO
ジェフリー・スキリングには 24 年の禁固刑が科された。 
 わが国でも、有価証券報告書の記載内容が適正であることについて、経営者（代表取締
役および最高財務責任者）の確認書が提出される。巨大化しグローバルな事業を展開して
いる企業の経営者が、高度に複雑化した会計基準に従って作成された自社の財務報告が適
正であると宣誓するためには、自らのガバナンス体制だけでなく、外部監査人の実施する
内部統制監査や財務諸表監査に少なからず依拠せざるを得ないという実態が、十分認識さ
れていないのではないだろうか。経営者が自らの説明責任を補強するという意味での公認
会計士監査の意義を十分理解すれば、監査の価値についての認識も変わり、より高品質な
                                                  
13 「開示・監査制度の在り方に関する提言―会社法と金融商品取引法における開示・監査制度の一元化に向けての考察
―」平成 27 年 11 月 4 日 日本公認会計士協会。 
14 高山朋子[2015]143-144 ページ参照。 
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監査サービスを提供する監査法人を求め、より高い監査報酬を支払うという行動にでるは
ずである。 
 監査法人側も、そのような視点により経営者とのコミュニケーションを積極的に行うこ
とで、適正な監査報酬による監査契約の締結に向けて努力すべきである。 
(3)会計教育の不足の問題は、監査人の経営者とのコミュニケーション能力不足に直結し
ている。現代の監査では、「会社経営者や監査役との質の高いコミュニケーション」がとり
わけ重要となっている。 
質の高いコミュニケーションを実施するためには、会計・監査の知識にとどまらず、監査
対象会社の事業に関連する幅広い知識、さらには教養を備えていなければならない。現代の
会計プロフェッションとしての公認会計士に求められている資質を身につけるためには、
中等教育における簿記・会計の基礎教育の導入と会計大学院をはじめとする高等教育を充
実・強化する施策が検討されるべきであろう。 
そのうえで、監査法人は人材育成の観点から一層の時間と資金を若手会計士の教育に投
じるべきであり、さらに自主規制団体として日本公認会計士協会は、資格取得後の研修制度
（CPE）のカリキュラムを見直し、内容改善の努力を継続すべきであろう。 
（4）監査の価値の認識と経営者の倫理観の欠如の問題については、資本市場の重要なイ
ンフラである会計監査の品質向上が、我が国の経済発展のために極めて重要であるという
認識が広範囲にわたり共有されることが重要である。 
監査を遂行する監査法人は、高度な社会的責任を有しているユニークな集団であるとい
える。従って、その経営の有効性や透明性は社会的な関心事であり、監査法人に対する信頼
は社会による監査価値の認識に直結する問題としてとらえられるべきである。 
伝統的に我が国の監査法人では、経験を積んだ公認会計士が代表社員（パートナー）と
して経営を担当しているが、彼らは必ずしもマネジメントに精通しているわけではなく、
また組織内の監査専門家として仲間同士の内部論理が優先して、社会の論理や公益性がな
いがしろにされていると批判されてきた。これらの問題について、金融庁は「会計監査の
在り方に関する懇談会」の提言として『会計監査の信頼性確保のために』を 2016 年 3 月公
表し、これ受けて監査法人のガバナンス・コードに関する有識者検討会によって 2017 年 3
月「監査法人の組織的な運営に関する原則（監査法人のガバナンス・コード）」が公表され
た。 
この監査法人のガバナンス・コードは、5つの原則とそれを履行するための指針から成っ
ており、以下の内容が含まれている。 
すなわち、①監査法人がその公益的な役割を果たすため、トップがリーダーシップを発揮
すること、②監査法人が、会計監査に対する社会の期待に応え、実効的な組織運営を行うた
め、経営陣の役割を明確化すること、③監査法人が、監督・評価機能を強化し、そこにおい
て外部の第三者の知見を十分に活用すること、④監査法人の業務運営において、法人内外と
の積極的な意見交換や議論を行うとともに、構成員の職業的専門家としての能力が適切に
13 
 
発揮されるような人材育成や人事管理・評価を行うこと、⑤これらの取組みについて、分か
りやすい外部への説明と積極的な意見交換を行うこと、である。 
このガバナンス・コード公表後、多くの監査法人は自らの経営に対する監督・評価機関を
設け、その構成員に独立性を有する第三者を選任している。第三者に期待される業務につい
ては、組織的な運営の実効性に関する評価への関与、経営機関の構成員の選退任、評価及び
報酬の決定過程への関与などが具体的に指摘されており、日本公認会計士協会も監査法人
における実効的な組織運営に関する取組に前向きである。 
このガバナンス・コードの採用により、公共性を有する監査法人の経営に独立した第三者
が介入するという意味で有効性と透明性が高まることが期待される。 
一方、財務報告の不正を見過ごさないという監査の本質的な機能は、個々の公認会計士の
職業専門家としての能力・知見や倫理観に高く依拠する。そのため、監査法人はガバナンス
の観点からの品質管理や審査機能の強化だけでなく、実際の監査の現場力の向上のため、幅
広い生涯教育を含む人材育成の施策を抜本的に見直し、有能な若手会計士にとって監査法
人が魅力ある職場となるよう努力することがより重要となるであろう。 
 
8. 結び 
米国会計学会・基礎的監査概念委員会の定義によれば、「監査とは、経済活動や経済事象
についての主張と確立された規準との合致の程度を確かめるために、これらの主張に関す
る証拠を客観的に収集・評価し、その結果を利害関係のある当事者に伝達する組織的なプロ
セスである」15。 
また、我が国の公認会計士法第 1条では「公認会計士は監査及び会計の専門家として、独
立した立場において、財務書類その他の財務に関する情報の信頼性を確保することにより、
会社等の公正な事業活動、投資者及び債権者の保護等を図り、もつて国民経済の健全な発展
に寄与することを使命とする。」（傍線：筆者）と規定されている。 
すなわち、経済社会の重要なインフラとして、情報の透明性と信頼性を担保する会計監査
を担う唯一の職業専門家が公認会計士なのである。 
公認会計士という職業が AIの普及により亡くなる可能性のある業種の上位にあるとして
マスコミに取り上げられているが、それは現在の監査現場における作業の大半が定型的な
証憑突合などの業務から成り立っているという誤解から生じているものと思われる。 
現代の監査は、計画段階から企業のビジネスの理解やその業種固有のリスクの詳細を識
別して監査戦略を立てる部分に圧倒的な比重が置かれている。それらの監査戦略の策定や
一定の監査手続に AI が活用される余地は大いに残っている。しかし、それは職業専門家と
しての高度な専門知識、倫理観をベースにして公認会計士が様々な判断を下す際に多くの
基礎データを提供するなど補助的役割を果たすにすぎず、AI が彼らの社会的責任を代替で
きるものでは決してない。 
                                                  
15 AAA, Committee on Basic Auditing Concepts[1973],鳥羽至英[2009]ｐ20。 
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じるべきであり、さらに自主規制団体として日本公認会計士協会は、資格取得後の研修制度
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（4）監査の価値の認識と経営者の倫理観の欠如の問題については、資本市場の重要なイ
ンフラである会計監査の品質向上が、我が国の経済発展のために極めて重要であるという
認識が広範囲にわたり共有されることが重要である。 
監査を遂行する監査法人は、高度な社会的責任を有しているユニークな集団であるとい
える。従って、その経営の有効性や透明性は社会的な関心事であり、監査法人に対する信頼
は社会による監査価値の認識に直結する問題としてとらえられるべきである。 
伝統的に我が国の監査法人では、経験を積んだ公認会計士が代表社員（パートナー）と
して経営を担当しているが、彼らは必ずしもマネジメントに精通しているわけではなく、
また組織内の監査専門家として仲間同士の内部論理が優先して、社会の論理や公益性がな
いがしろにされていると批判されてきた。これらの問題について、金融庁は「会計監査の
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表し、これ受けて監査法人のガバナンス・コードに関する有識者検討会によって 2017 年 3
月「監査法人の組織的な運営に関する原則（監査法人のガバナンス・コード）」が公表され
た。 
この監査法人のガバナンス・コードは、5つの原則とそれを履行するための指針から成っ
ており、以下の内容が含まれている。 
すなわち、①監査法人がその公益的な役割を果たすため、トップがリーダーシップを発揮
すること、②監査法人が、会計監査に対する社会の期待に応え、実効的な組織運営を行うた
め、経営陣の役割を明確化すること、③監査法人が、監督・評価機能を強化し、そこにおい
て外部の第三者の知見を十分に活用すること、④監査法人の業務運営において、法人内外と
の積極的な意見交換や議論を行うとともに、構成員の職業的専門家としての能力が適切に
13 
 
発揮されるような人材育成や人事管理・評価を行うこと、⑤これらの取組みについて、分か
りやすい外部への説明と積極的な意見交換を行うこと、である。 
このガバナンス・コード公表後、多くの監査法人は自らの経営に対する監督・評価機関を
設け、その構成員に独立性を有する第三者を選任している。第三者に期待される業務につい
ては、組織的な運営の実効性に関する評価への関与、経営機関の構成員の選退任、評価及び
報酬の決定過程への関与などが具体的に指摘されており、日本公認会計士協会も監査法人
における実効的な組織運営に関する取組に前向きである。 
このガバナンス・コードの採用により、公共性を有する監査法人の経営に独立した第三者
が介入するという意味で有効性と透明性が高まることが期待される。 
一方、財務報告の不正を見過ごさないという監査の本質的な機能は、個々の公認会計士の
職業専門家としての能力・知見や倫理観に高く依拠する。そのため、監査法人はガバナンス
の観点からの品質管理や審査機能の強化だけでなく、実際の監査の現場力の向上のため、幅
広い生涯教育を含む人材育成の施策を抜本的に見直し、有能な若手会計士にとって監査法
人が魅力ある職場となるよう努力することがより重要となるであろう。 
 
8. 結び 
米国会計学会・基礎的監査概念委員会の定義によれば、「監査とは、経済活動や経済事象
についての主張と確立された規準との合致の程度を確かめるために、これらの主張に関す
る証拠を客観的に収集・評価し、その結果を利害関係のある当事者に伝達する組織的なプロ
セスである」15。 
また、我が国の公認会計士法第 1条では「公認会計士は監査及び会計の専門家として、独
立した立場において、財務書類その他の財務に関する情報の信頼性を確保することにより、
会社等の公正な事業活動、投資者及び債権者の保護等を図り、もつて国民経済の健全な発展
に寄与することを使命とする。」（傍線：筆者）と規定されている。 
すなわち、経済社会の重要なインフラとして、情報の透明性と信頼性を担保する会計監査
を担う唯一の職業専門家が公認会計士なのである。 
公認会計士という職業が AIの普及により亡くなる可能性のある業種の上位にあるとして
マスコミに取り上げられているが、それは現在の監査現場における作業の大半が定型的な
証憑突合などの業務から成り立っているという誤解から生じているものと思われる。 
現代の監査は、計画段階から企業のビジネスの理解やその業種固有のリスクの詳細を識
別して監査戦略を立てる部分に圧倒的な比重が置かれている。それらの監査戦略の策定や
一定の監査手続に AI が活用される余地は大いに残っている。しかし、それは職業専門家と
しての高度な専門知識、倫理観をベースにして公認会計士が様々な判断を下す際に多くの
基礎データを提供するなど補助的役割を果たすにすぎず、AI が彼らの社会的責任を代替で
きるものでは決してない。 
                                                  
15 AAA, Committee on Basic Auditing Concepts[1973],鳥羽至英[2009]ｐ20。 
65
14 
 
 公認会計士は、法令に基づく会計監査を行うことのできる唯一の会計プロフェッション
である。国際会計士倫理基準審議会による倫理規程の改正に伴い、わが国でも 2019 年 4 月
より専門業務を実施する過程で違法行為又はその疑いに気付いた場合に、公認会計士は経
営者又は監査役等と協議を行うことが義務化される予定であるが、彼らが自らの職業に誇
りを持ち、社会から期待される責任をしっかりと自覚したうえで、上述した課題の一つ一つ
に真摯に向かいあっていくことを期待するものである。
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Abstract: 
Under circumstances where the fraud or accounting misstatement continue to increase 
in Japan, the issues inherent in the audit of CPAs(Certified Public Accountants) are 
classified into the following, 
(1)  the decrease in the number of candidates for CPA examination  
(2)  the upward rigidity of audit fee 
 (3)  the lack of accounting education 
 (4)  the lack of recognition of the audit value,  and the lack of management ethics. 
As a result of the investigation of the above four issues, the following are identified. 
In order to further improve the function of the audit, it is important to reinforce the 
on-site capabilities of the audit through enhancing the training of the young accountants. 
The management, who are to rely on the audit conducted by the external auditors, should 
fully recognize the importance and value of CPA audit in addition to building their own 
governance structure. 
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